
第1回これからの地域福祉のあり方に関する研究会議事次第  

時：平成19年10月3日（水）  

10：00～12：00  
所：中央合同庁舎5号館共用第8  

1．開  

2．議  
事  

（1）地域福祉の現状等について  

（2）その他  

3．閉  

（配付資料）   

1．資料1「これからの地域福祉のあり方に関する研究会」開催要綱   

2．資料2「当面の論点（暫定的な論点メモ）」   

3．資料3「地域の現況と課題」   



賛辞斗 1  

rこれからの地域福祉のあり方に関する研究会」開催要綱  

1．趣旨   
○ 介護保険制度や障害者自立支援法の制定など、各種福祉施策の利用方式は   

措置から契約にかわり、利用者のニーズにあわせた分野別のフォーマルサー  

ビスの整備は進んでいる状況にある。  

○ また、高齢者等ができる限り住み慣れた地域や家庭で生活を送れるよう、   

・介護保険制度では、地域密着型サービスの創設、  

医療保険制度改革では、在宅医療の推進、  
障害者自立支援法では、障害者の地域での自立、  

精神障害者の地域への移行   

等が行われている。このように各制度において、地域への移行がキーワード   

となっており、地域で支える仕組みの構築が求められている。  

○ 一方、少子高齢化が進んでいる中、地域におけるあらゆるニーズを全て、   

フォーマルサービスでカバーするには限界がある。特に  

制度の外にある生活ニーズヘの対応   

・制度の谷間にある者への対応  

「孤独」への対応  

制度から排除された者を社会としていかに受け入れるかというソーシャ  

ルインクルージョンの問題  

などは、地域で受け止め、対応していくことが必要である。  

○ このように、地域社会で支援を求めている者に住民が気づき、住民相互で   
支援活動を行う等の地域住民のつながりを再構築し、支え合う体制を実現す   
るための方策を検討するため、本研究会を開催する。  

2．主な検討項目  

（1）地域福祉の意義と役割について  

（2）地域福祉の現状について  

（3）地域福祉に関する諸政策についての評価  

（4）今後の目指すべき方向  
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3．研究会メンバー   別紙のとおリ  

4．開催時期等   

平成19年10月3日に第1回を開催し、年度内を目途に報告書を取りまとめ  
る。  

5．その他  

○ 研究会は、厚生労働省社会t援護局長の下に置くこととし、庶務は厚生労  

働省社会・援護局地域福祉課において行う。  
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（別紙）  

研究会メンバー  

○ 今田 高俊（東京工業大学大学院社会理工学研究科教授）  

○ 大橋 謙策（日本社会事業大学学長）  

○ 河西 英彦（横浜市鶴見区平安町町内会長）  

○ 金井 利之（東京大学大学院法学政治学研究科教授）  

○ 木原 孝久（住民流福祉総合研究所所長）  

○ 清原 慶子（三鷹市長）  

○ 小林 良二（東洋大学社会福祉学科教授）  

○ 榊原 智子（読売新聞東京本社生活情報部）  

○ 佐藤 寿一（宝塚市社会福祉協議会事務局次長）  

○ 三本松 政之（立教大学コミュニティ福祉学部教授）  

○ 長谷川 正義（横浜市民生委員児童委員協議会会長）  

○ 和田 敏明（ルーテル学院大学教授）  

（敬称略 50音順）  
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賛辞斗 2  

当面の論点（暫定的な論点メモ）  

1．現在、地域で問題となっている生活課題や対象はどのようなもの   

か。  

（1）従来の施策では十分に捉えきれない問題  

（2）地域でなかなか受け容れにくい問題  

（3）地域で暮らして行く上で必要な「生活密着型」の課題  

2．地域を支える関係施策において何が不足しているのか。  

3．地域福祉を推進する上で障害やネックとなっている事項はあるか。  

4．既存の関係制度・施策をどのように見直せばいいのか。  

O f印丁村地域福祉計画  

○ 民生委員・児童委員  

○ 市町村社会福祉協議会  

○ ボランティア  

○ 生活福祉資金貸付制度  

○ 福祉サービス利用援助事業、権利擁護  

○ 共同募金  

○ 自治会・町内会、学校（PTA）、ボランティア、企業等の地域   

資源の活用  

○ その他必要な施策  

5．住民がその力をさらに発揮するためには何が必要か。   



資半斗 3  

地域の現況と課題   

2007年10月3日  

厚生労働省社会 ・援護局   
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1．世帯の状況  

世帯構造及び世帯類型の状況  

平成17年6月2日現在における我が国の世帯総数は4704万3千世帯。  
世帯構造別にみると、「夫婦と未婚の子のみの世帯」が1460万9千世帯（全世帯の31．1％）で最も多く、次いで「単独世帯」  

1158万世帯（同24．6％）、「夫婦のみの世帯」1029万5千世帯（同21．9％）の順となっている。  

2830  35  4コ  45  50  55   引 元 4 7 川13 柑17  

昭軋・年  

；主：平成7年の数億は、長朗を凱lたものである．  

辛か年  

＊平成17年度国民生活基礎調査より作成  

厚生労働省「平成17年国民生活基礎調査」（2005）   



世帯主が65歳以上または75歳以上の世帯  

（将来推計）  

65歳以上の者のいる世帯数の構成割合の  

年次推移   

65歳以上の者のいる世帯は1853万2千世帯（全世帯の  
39＿4％）。   

世帯構造別では、「夫婦のみの世帯」が542万世帯（65  

歳以上の者のいる世帯の29．2％）で最も多く、次いで「単  

独世帯」406万9千世帯（同22．0％）、「三世代世帯」394万  

7千世帯（同21．3％）の順となっている。  

世帯主が65歳以上の世帯は、2000年の1114万世帯から  
2025年の1843万世帯まで、ほぼヲ30万世帯増加。単独  
世帯の割合が増え「その他の世帯」の割合が低下する。特に  

75歳以上の「単独世帯」は、2000年の139万世帯から20  
25年の422万世帯までほぼ3倍になる。  

夫婦のみ切世帯  

指 標   2000年   2025年   指数  

（平成12）   （平成37）   （2000年＝  

100）   

世帯主65歳以  1，114万世帯   1，843万世帯   165   

上の世帯  

うち単独世帯   303万世帯   680万世帯   224   

世帯主75歳以  394万世帯   1，039万世帯   264   

上の世帯  

うち単独世帯  139万世帯  422万世帯  303   

帽 ② 20麗 ① 40Ⅹ  60Ⅹ  ③摘   1描  

注：平成7年の敵情は、兵庫県を除いたものである。  

国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将  

来推計（全国推計）の概要［2003（平成15）年10月推  

計］－2000（平成12）年～2025（平成37）年－」（2003）  
厚生労働省「平成17年国民生活基礎調査」（2005）  
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2．今後急速に高齢化が進む都市部  

○今後急速に高齢化が進むのは、首都圏をはじめとする「都市部」。  

【都道府県別の高齢者人口の推移】  

2002年時点の   2015年時点の   増加数（万人）   増加率順位  

高齢者人口（万人）  高齢者人口（万人）   と増加率（％）   

埼玉県   100   177  77（＋78％）   

千葉県   93   157  64（＋68％）   2   

神奈川県   130   209  79（＋61％）   3   

愛知県   112   172  60（＋54％）   4   

大阪府   144   219  75（＋52％）   5   

（東京都）   209   297  89（＋43％）   9   

佐賀県   19   22   3（＋17％）   43   

秋田県   30   34   4（＋14％）   44   

鹿児島県   42   47   5（＋12％）   45   

山形県   30   33   4（＋12％）   46   

島根県   20   22   2（＋10％）   47   

全国   2363   3277   914（＋39％）  



3．高齢者世帯と近隣関係  

一人暮らし世帯で15分以内くらいの距離に居住している子のいる割合  

前回調査（平成14年12月）よリ7．6ポイント減少し、15分以内くらいの距離に居住している親族がいない割合が  
57．8％と過半数を超えた。  

総数   子   孫   兄弟姉妹  その他   いない   無回答   

平成17年度  

総数（人）   田   圏   田   園   四   圏   

構成比（％）   100．0   ココ．コ   9．0   16．3   5．4   57．8   0．4   

平成14年度  

総数（人）   1，941   圏   圏   囲   田   団  

構成比（％）   100．0   29．8   12．9   21．7   10．6   45．4   

内閣府「平成17年度世帯類型に応じた高齢者の生活実態等に関する意識調査」（2006）   



家族や親族以外の人で相談しあったり、世話を  
しあう親しい友人がいるか  

近所の人とどの程度つきあいをしているか  

・「お互いに訪問しあう人がいる」割合は、一人暮らし世帯  

（33．1％）、夫婦のみ世帯（28．2％）、一般世帯（30．3％）である  

が、一人暮らし世帯の男性は14．8％と低くなっている。一方  

で「つきあいはない」割合は、夫婦のみ世帯（4．4％）、一般世  

帯（6．8％）に比べ一人暮らし世帯（11．2％）で高くなっており、  

一人暮らし世帯の男性（24．3％）では特に高くなっている。  

・前回調査と比較すると、一人暮らし世帯で「お互いに訪問  

しあう人がいる」は7．9ポイント減少し、「つきあいはない」が  

2．3ポイント増加している。  

「親しい友人はいない」割合は、一人暮らし世帯（26．9％）、夫婦  
のみ世帯（27．3％）、一般世帯（26．2％）でほとんど差がないが、  
一人暮らし世帯の男性（41．3％）については、特に高くなってい  
る。  

親しい友人の有無  

年に数回連絡を取り  

近所づきあい（Q9）  

ほとんど毎日週に1回批月に卜柑 
合っている友人がいる   

2）  

3〕  

舶  
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一人暮らし世帯（792）  

夫婦のみ世帯（873）  

一 般 世 帯（1，091）  

．
｛
〃
 
 

＼
1
一
r
ノ
 
 

1
八
 
る
 
計
 
 
り
⊥
 
友
い
（
 
7
2
．
 
 

m  

一人暮らし世帯（79  

夫婦のみ世帯（87  

rl  

平成17年度（792）  

平成14年度（1，941）  

3 72．5  一般世帯（1，  

内閣府「平成17年度世帯類型に応じた高齢者の生活実態等に関する意識調査」（2006）  
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4．地域の意識   





地域の現状と問題  

地域において対応が求められている問題として以下の状況がある。  

＜孤立死＞ 死亡後長期間発見されない孤立死者は東京23区内で2718人。その多くが男性単身者。中年実年  
世代の孤立死では男性が9割近くにのぼる。  

＝｝ 単身者の孤立の問題。（特に中年実年を含めた男性単身者）  

＜排梱死・不明者＞ 屋外を排相中、死亡、行方不明となった高齢者は1年間に約900人とも1400人ともいわれる。  

多くが認知症高齢者で発見・保護に時間がかかることが原因とみられる。  

⇒ 地域の人々による発見が必至  

＜高齢者虐待の発見＞ 被虐待者のうち虐待されている自覚があると思われるものは5割弱。多くが虐待されてい  
る自覚がない。  

⇒ 被虐待者自ら訴えることがないため、周囲による発見が必要  

＜児童虐待の発見＞ 児童相談所における相談者は増加の一途（H8年度4，102→H18年度37，343件）。虐待が行  

われた家族の特徴として、賃貸の集合住宅居住が多く、「経済的困難」と「親族・近隣・友人からの孤  

立」があることが指摘されている。  

⇒ 孤立している子育て家庭の問題  

＜障害者の地域移行＞ 条件が整えば、入院入所から地域生活への移行が見込まれる障害者数は6万人（H23ま  
でに、グループホーム等へ3万人、一般住宅等へ3万人）。  

⇒ 地域の受け皿づくりが必要  

8   



＜消費者被害＞ 近年、高齢者・障害者の消費者被害が増加。特に、一人暮らしの高齢者が格好の標的になって  
いる。被害にあった自覚のない人も多い。  

⇒ 身近な相談者、生活変化を察知できる関係が必書  

＜災害時要援護者＞ 近年の風水害や地震では犠牲者の多くを高齢者が占めており、高齢者、障害者更には、日  
本語のわからない外国人などの災害時要援護者の避難支援等が課題となっている。  

⇒ 災害時に力を発揮する日常的なつながりや支えあう活動の必要  

＜時々、ちょっとしたことの手助けに困る人々＞ 一人暮らし高齢者や障害者には、ゴミだし、電球の交換のような  

「時々」「ちょっとしたこと」の手伝いを頼める相手がなく因っている人々がいる。  
⇒ 制度の外にあるニーズへの対応が必要  

＜軽度者や一時的な要支援者＞ 要支援・要介護にならない軽度障害、病気や怪我による一時的な要支援状態等  
は制度の対象にならないため、買物や外出支援などのニーズ充足が困難  

⇒ 制度の谷間にある者への対応が必要   



工  

現在十分対応できていない問題  

○制度の外にあるニーズ（ゴミだし、電球の交換 等）  

○制度の谷間の者（軽度障害、一時的要支援 等）  
○孤立への対応（見守り、声かけ 等）  

○社会から排除されやすい人々の社会的包摂（ソーシャルインクルージョン）の問題  

特に支援が必要な人々  

ひとり暮らし、あるいは家族がいても支えにならず、その上地域から孤立していたり、自ら問題解決に向かうことができない  

人々については、特に意識して周囲から働きかけ、必要な支援に結びつけることがないと、問題が潜在化、深刻化する。  

（家族や友人、地域などの身近なセイフティネットがうまく働かない状態にある人々）  

ひとり暮らしである  

＊本人の訴えがないと問題が見えない  
○自分で問題解決できない、自分から助け  

を求めない  

○地域から孤立。偏見にさらされている  

○低所得であることが多い  

日常的な関係  

づくり等の要援  

護者支援の必  

要  

あるいは  

家族がいるが支えにならない  

＊かえって周囲が関与しにくい  

＊問題が重なり合い増幅することがある  

（例えば）  

○一人暮らしで、消費者被害にあっても自覚がない。  

○一人暮らしで、困ったときに手助けを頼める関係を持っていない。  

○長期失業で引きこもってしまい親族や地域の付き合いが断絶し、身近に手助けを求められる人がいない。  

○認知症の母と精神障害の息子の世帯で、問題が生じてもどちらも問題解決能力がなく解決に向かえない  

○家族による虐待や権利侵害があるが、サービス利用を拒絶し外との接触をもたない。  

など   



6．地域福祉施策の現状  

事業名   現  状   指摘されている問題点等   

市町村地域福  ○ 市町村地域福祉計画は、社会福祉法の理念を具体化するものとして、  ○ 計画の趣旨や必要性等について   

祉計画   地域における①福祉サービスの適切な利用の促進、②社会福祉を目的   理解を進める必要性があるのでは  

とする事業の健全な発達、③地域福祉に関する活動への住民参加の促   ないか。  

進に関する事項を一体的に定める計画。策定は自治事務である。  

○国が示す策定指針が抽象的との  

○策定状況をみると、18年度中の策定は33．8％と低調。市部と  指摘。計画に盛り込むべき内容が  

町村部の策定状況を比較すると、市部が48．9％（策定予定78－4％）   具体的に記述された指針を示す必  

に対し、町村部は22．3％（同45％）となっており、町村部の策定が   要があるのではないか。  

遅れている。   

民 生委 員  ○ 民生委員は、社会奉仕の精神をもって、常に住民の立場に立って相  ○ 民生委員のみで地域の要援護者  

談に応じ、必要な援助を行い、福祉事務所等関係行政機関等の業務に   の把握や支援を全て行うことは国  

協力する。厚生労働大臣の委嘱。  難であり、行政や他の地域福祉活  

動主体が有する要援護者情幸艮を共  

○民生委員には、要援護者に対する地域の見守りネットワークの一員  有することが必要ではないか。  

として、高齢者や障害者に限らず、地域との関わりを拒む方などの既  

○住民の生活上の問題の解決に当      存施策からもれてしまいがちな人々の把握及び住民が抱える多方面の  

問題に関わり、必要に応じて関係機関等に適切に繋げていく役割が求   たっては、民生委員と行政、関係  

められている。  機関が協力・連携するネットワー  

クが不可欠との意見。  

○属性は男性4割、女性6割。年齢は60歳以上が約8割。  

○民生委員のなり手の人材発掘に  

○現在の就労状況は、無職が約6割、自営業が約2割。前職は、サラ  市町村は苦慮。定数充足が困難と  

リーマン、自営業、農業等福祉未経験者が大半（約8割。）   の声。   
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0 1か月当たりの活動状況は、相談支援約3件、訪問・連絡調整回数  

約17件などとなっており、これらの活動日数は13．2日。   

市町村社会福  ○ 社会福祉協議会は、社会福祉法に基づく社会福祉法人の一つで、市  ○ 住民の福祉活動を育成し、地域   

祉協議会   区町村、都道府県及び中央の各段階に組織。住民、社会福祉関係者等   に支え合う環境を整えるために、  

の参加、協力を得て、地域の実情に応じ住民の福祉を増進することを   人のつながりや助け合いの輪を広  

目的とする団体。主な活動は、住民を担い手とした福祉活動の企画■   げる活動、他の事業者が参入しな  

実施、当事者活動やボランティア活動の育成支援、生活福祉資金の貸   い分野、未整備な分野の事業開発  

付、共同募金への協力等である。  等の更なる積極的取組みが必要で  

はないか。  

○介護保険事業の訪問介護事業を実施する市町村社協は72．3％。  

○介護保険事業者である反面、社  

○ 住民活動を掘り起こし先駆的な事業を実施する社協がある一方、そ  協は事業者間の連絡調整機能も求  

れらに十分取り組めていない社協もあり、地域差が大きい。  められており、その両立が課題と  

の意見。  

○昨今では、全国ネットワークを生かして災害時の要援護者支援活動  

に実績。  ○地域福祉推進を担う専門職とし  

ての専門性の確保（社会福祉士資  

○社協職員の一般職員（介護保険事業関係職員を除く職員）のうち、  格取得の推進等）が必要ではない  

社会福祉士資格保有者は7．3％にとどまる。   か。   

ボランティア  ○ 活動者の状況は、（》活動者約740万人、②グループ数12．4万  ○ 現在の活動者は、高齢主婦層が  

グループ、③活動者の約7割が女性、④活動者の約5割が60歳以上、   中心であるが、今後、団塊世代の  

⑤活動者の職業は主婦が約4割となっている。   者の退職後の自己実現のための大  

きな選択肢のひとつとなり、活動  

○ 活動内容は、多岐にわたっているが、（D活動対象は高齢者や介護者、  の担い手の広がりが予想される。  

障害児t障害者やその家族等が多く、②その内容は、「話し相手やレク  

○厚生労働省では、ボランティア          リエーション等の交流活動」、「施設や団体のイベントの企画運営協力」、  

「外出介助や身辺介助」、「手話や点訳等のコミュニケーション支援」   活動の振興を図るため、平成5年  

等が中心。   に指針を告示し、振興を図ってき  

たが、10年以上が経過し、現実   

て2   



○ 最近では、従来の福祉分野を超えて環境、災害被害者支援など様々   に見合ったものとなっているかの  

な分野で活動が行われている。   検証を行い、現在のボランティア  

活動の振興策に見合った指針に改  

める必要があるのではないか。   

生活福祉資金  ○ 昭和30年に低所得世帯の自立更生ため、資金貸付と民生委員の援  ○ 低所得者の資金需要を踏まえ、   

貸付制度   助・指導を両輪とする世帯更生資金貸付制度としてスタート。その後、   ①資金種類の新設又は簡素化、包  

高齢者、身体障害者等に対象を拡大するとともに資金種類も拡充し、   括化、②利用手続の簡便化等をさ  

平成2年からは、在宅福祉推進の観点から所得制限の緩和などを行い、   らに行うとともに制度内容を積極  

名称も生活福祉資金貸付制度に変更。実施主体は県社協。借入れは、   的にPRする必要があるのではな  

民生委員を通じて市町村社協を経由して申し込む。  いか。  

○平成17年度の貸付状況は、12，681件134．4億円。緊急   ○低所得者の資金需要に的確に対  

小口資金、長期生活支援資金の需要はあるが、その他は漸減傾向。  応できるよう、民生委員、社協、  

福祉事務所等を含む行政機関の間  

○資金種類別の内訳では、件数ベースで修学資金が全体の約6割、緊  で緊密な連携をとる必要があるの  

急小口資金・離職者支援資金・福祉資金が約1割づつとなっている。  ではないか。  

○都道府県別貸付件数にばらつきがあり、低所得者対策として積極的   ○債権管理を適切に行う観点から、  

に資金の活用を図っていないと考えられる県がある。   償還指導の徹底、償還を促進する  

ための社協機能の充実、不良債権  

処理のための適切な欠損補填積立  

金の積み立て等を行う必要がある  

のではないか。   

日常生活自立  ○ 認知症高齢者、精神障害等のうち判断能力不充分な者に対して福祉  ○ 都道府県・指定都市間の取組格   

支援事業   サービスの利用援助・日常的金銭管理等を行うことにより、地域で自   差を解消する必要があるのではな  

立した生活を支援する事業。実施主体は都道府県・指定都市社協。窓   いか。  

口業務は市区町村社協が実施。事業は平成11年より「地域福祉権利  

擁護事業」の名称でスタート。平成19年度から事業内容にあわせる  

等の観点から「日常生活自立支援事業」と名称変更。   

1三、   



○ 平成11年10月の事業開始からの延べ相談件数は、約190万件、  

利用契約件数約4万件となっており、年々増加傾向。都道府県t指定  

都市の別にみると取り組み状況の差は著しい。  

○実施体制の状況は、窓口となっている社協が622カ所、専門の相  

談員が957人、契約者の生活を支援する生活支援員が11，019  

人となっている。  

○契約者の対象別状況は、認知症高齢者が約6割、知的障害者が約2  

割、精神障害者が約2割となっている。契約者うち生活保護受給者は  

3割を超えている。   

共同募金  ○ 共同募金は、これまで民間福祉活動の財源の主要な担い手として大  ○ 共同募金運動開始以来右肩上が  

きな役割を果たしてきたところであり、地域福祉における民間活動の   りだった募金実績額は平成7年度  

活発化に対応し、多様な団体の活動を支援するとともに、新しい寄付   の約266億円をピークに減少に  

の文化を形成する推進役としての役割が期待されている。  転じ、また、その使途について「ど  

こにどのように使われているのか  

○平成18年度の共同募金の実績額は約217億円であった。  わかりにくい」などの指摘がなさ  

れている。   

地域福祉の再構築にあわせ、各事業・各制度の課題を整理し、地域生活を安定して・継続可能なものとするための  
ツールとして、各事業が一体となって機能するよう総合的に見直す必要があるのではないか。  
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我が国の人口の推移  

生産年齢  

人口割合   

51．1％  

高齢化率   

40．5％  

20502055  
（西暦）   

1950  1960  1970  1980  1990  20002005 2010  2020  2030  

資料：2005年までは総務省統計局「国勢調査」、2010年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成18年12月推計）中位推計」  

1う  

2040  



人口階級別市町村数と人口数  

割 合  割 合   

225  
5千人未満  12．2％  653，344   0．5％  

（225町村）  累計  累計   
〈1万人未満〉  〈1万人未満〉  

268  
5千人以上～1万人未満  14．6％  26．8％  26．8％   1，969，730   1．6％  2．1％  2．1％   

（1市267町村）  

328  〈1万人以上～  〈1万人以上～  

1万人以上～2万人未満  17．8％   2万人未満〉  44．6％   4，767，267   3．8％  2万人未満〉  5．9％   
（7市321町村）  17．8％  3．8％  

454  
2万人以上～5万人未満  24．7％  〈2万人以上～  14，834，770   11．7％  〈2万人以上～  

（230市224町村）  10万人未満〉  10万人未満〉  

282  40．0％   84．6％  27．1％   33．0％   
5万人以上～10万人未満  15．3％  19，619，455   15，4％   

（278市4町村）  

151  
10万人以上～20万人未満  8．2％  く10万人以上～  21，021，219   

（151市）  
16．5％  〈10万人以上～  

30万人未満〉  30万人未満〉  

38  
20万人以上～30万人未満  2．1％  

10．3％   94．9％  
9，431，919   7．4％   

23．9％   56．9％  

（38市）  

61  
30万人以上～100万人未満  3．3％   28，565，533   22．5％   

（61市）  〈30万人以上〉  〈30万人以上〉  

10  3．8％   98．7％  36．6％   93．5％   

100万人以上  0．5％  17，917，881   14．1％   

（10市）  

特別区   23   1．3％  〈特別区〉1．3％  100％   8，273，907   6．5％  特別区〉6．5％  100％   

合 計   1，840  
100．0％  100％   127，055，025  100．0％  100％   

（23区779市1，038町村）  

出典：全国市町村便覧 平成18年度版（平成18年10月1日現在の市町村について、平成18年3月31日現在の住民基本台帳人口により集計）  

※特別区の状況■‥10万人未満：2区、10万人以上～30万人未満：10区、30  
1  

人以上：11区   



日常生活圏域の実情（中学校区の場合）  全国の中学校数：10，992校  

共同募金収入   
171万円  

（1自治会・町内会あたリ11万円）   

社協会費・寄付金収入   
171万円  
（1自治会・町内会あたり11万円）   
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最近の福祉一医療改革の動向  

高齢者施策   障害者施策   児童関係施策   低所得者施策その他   

1990  

・施設整備量等の整備目標を設定  

福祉8法改正  

・在宅福祉サービスの位置付けの  

明確化  

1996  

2000  

ゴールドプラン21 新エンゼルプラン  

2002  待機児童ゼロ作戦  

2003  支援費制度開始  次世代育成支援対策推進法  

・「措置」から「契約」による利用制度  

への変更  

新障害者プラン  

2005   障害者自立支援法制定  【生活保護】  

立支援プログラムの導入   
1新予防給付の創設  ・3障害（身体・知的・精神）の一元化  

・地域支援事業の創設  ・利用者本位のサービス体系に再編  

・地域密着型サービスの創設  ・就労支援の抜本的強化   

・地域包括支援センターの創設   

子ども・子育て応援プラン   自   

○分野別の制度的なサービスの整備が進んでいる中、介護保険制度改正では、地域密着型サービスの創設、医療制度改革では、在宅  
医療の推進、障害者自立支援法では、障害者の地域での自立、精神障害者の地域への移行などが進められ、地域への移行がキーワー  
ドとなっており、地域で支える仕組みの構築が重要。  

⑬   




